
資 　産 　の 　部 　合 　計

1,969,463

592,198

9,360

26,608,736,513

0

25,379,840,736

577,480

1,576,983

預 託 金

435,171,107

611,969,528

63,607,775
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38,039,008 7,492,833

392,480

14,718

9,360

1,228,895,777

前 払 金

仮 払 金

構 築 物

教 育 研 究 用 機 器 備 品

そ の 他 の 機 器 備 品

201,603,919

290,500,000

493,085,820

10,000,000

1,366,000

流 動 資 産

現 金 預 金

平成 26年 3月31日

　資 産 の 部
科　　　　　　　　　目

建 物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 264,417,500

前年度末

(単位　円)

19,163,847,670

16,666,800,896

本年度末

20,065,081,522

16,649,703,511

4,970,733,422

9,074,101,763 △ 230,885,7869,304,987,549

383,920,935

図 書

ソ フ ト ウ ェ ア

公 共 施 設 利 用 権

車 輛

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 固 定 資 産

長 期 貸 付 金

未 収 入 金

555,579,230

55,189,850

差 入 保 証 金

2,588,956

第 ３ 号 基 本 金 引 当 資 産

3,415,378,011

41,803,381

646,640,000

1,910,000,000

50,000,000

6,301,441,043

19,393,854

退 職 給 与 引 当 特 定 預 金

減 価 償 却 引 当 特 定 預 金

奨 学 金 積 立 金

176,087,813

280,500,000

493,085,820

10,000,000

2,788,106

16,111,276

1,010,000,000

6,215,993,066

1,366,000

ｷｬﾝﾊﾟｽ拡張校地取得事業引当特定預金

2,497,046,774

6,543,654,991

1,519,042,494

6,032,005,222 269,435,821

900,000,000

10,000,000

0

0

0

327,661,925

918,331,237

△ 4,752,19146,555,572

　貸 借 対 照 表　

636,640,000

増　　　　　減

901,233,852

△ 17,097,385

△ 56,390,298

△ 8,417,925

40,207,981

△ 4,778,685

30,000,000

△ 51,250,172

△ 199,150

3,282,578

10,000,000

4,706,315,922

1,559,250,475

927,836

25,516,106

30,546,175

5,706,521

20,000,000



負　債　の　部　合　計

基　本　金　の　部　合　計

科　　　　　　　　　目

[注記]

1. 重要な会計方針

引当金の計上基準

徴収不能引当金

退職給与引当金

  退職金の支給に備えるため、下記のとおり計上している。

2. 重要な会計方針の変更等

該当なし

3. 減価償却額の累計額の合計額 円

4. 徴収不能引当金の合計額 円

5. 担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は次のとおりである。

円

円

土  地

建  物

7,712,390,851

200,157

1,511,087,383

7,770,791,527

  京都橘大学および京都橘高校の貸与奨学金の返済額の徴収不能に備えるため、各奨学金期末残高の1000分の10
と個別評価をした合計額とを徴収不能見込額として計上している。

　法人及び大学の教職員(高等学校の一部職員を含む)に係る退職給与引当金については期末要支給額889,552,156
円の100%を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累積額との繰り入れ調整額を加減した
金額を計上している。

　中学校高等学校の教職員に係る退職給与引当金については期末要支給額327,959,555円から京都府私学退職金財
団よりの交付金相当額を控除した額の100%を計上している。

翌年度繰越消費支出超過額

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計

負債の部･基本金の部及び消費収支差額の部合計

△ 754,748,473

△ 754,748,473

本年度末

26,608,736,513

　消 費 収 支 差 額 の 部
増　　　　　減前年度末本年度末科　　　　　　　　　目

692,481,440

692,481,440

増　　　　　減

1,228,895,777

△ 1,447,229,913

△ 1,447,229,913

前年度末

25,379,840,736

増　　　　　減前年度末本年度末科　　　　　　　　　目

1,070,069,000

537,146,159

22,697,732,083

493,085,820

10,000,000

358,000,000

23,558,817,903

505,146,159

0

0

32,000,000

24,095,964,062

第  １  号  基  本  金

第  ２  号  基  本  金

第  ３  号  基  本  金

第  ４  号  基  本  金

23,202,878,242

493,085,820

10,000,000

390,000,000

△ 7,271,040

47,201,949

39,040,000

59,680,130

△ 731,822

　基 本 金 の 部

153,385,888

1,114,374,500

105,893,602

3,268,252,746

△ 44,305,500

△ 7,212,681

3,267,520,924

未 払 金

前 受 金

預 り 金

213,066,018

98,680,921

10,632,615

1,401,423,990

27,770,000

長 期 未 払 金

流 動 負 債

短 期 借 入 金

1,818,894,985

1,077,510,000

738,023,410

3,361,575

1,448,625,939

66,810,000

増　　　　　減前年度末科　　　　　　　　　目 本年度末
固 定 負 債

長 期 借 入 金

△ 47,933,771

△ 66,810,000

退 職 給 与 引 当 金 26,147,269

1,866,828,756

1,144,320,000

711,876,141

　負 債 の 部
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6. 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入を行なうこととなる金額 円

7. その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

平成21年4月1日以降に開始したリース取引

5,688,018円

595,665円その他の機器備品

9,870,840円

1,152,900円

教育研究用機器備品

リース物件の種類 リース料総額
未経過リース料

期末残高

1,203,608,457
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